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社会保障・税一体改革ver2が目指すべきもの

● 前回の社会保障・税一体改革

＜マクロ的効率性＞

• 世代間格差の改善

• 膨張する社会保障財源の確保（＝受益と負担の均衡）

＜ミクロ的効率性＞

• 税のみでなく、社会保障の給付や負担も一体的に捉えたときの公平
かつ効率的な負担のあり方（再分配を含む）

※ 上記の目的は正しいが、社会保障（年金・医療・介護）の抜本改
革よりも、不足財源の確保や調達財源の使途に議論が集中する傾向

● 社会保障・税一体改革ver2で考慮すべきもの

・官と民の役割分担（公的保険範囲の再定義、市場メカニズム）

・ビッグデータの利活用

・真に救済すべき対象の特定（例：年金分布の予測）

・地方消滅への対応（医療・介護） 等
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本当の社会保障・税一体改革に必要なもの

もはや微修正の改革は限界。システム・イノベーションが必要。

・世代間公平基本法（あるいは財政責任法）

財政の長期推計、世代会計、独立推計機関の設置

・社会保障

社会保障版・諮問会議の創設（社会保障給付費118兆円＞一般会計100兆円）
、事前積立、社会保障予算のハード化、マイナンバー制度の活用

・年金

年金課税の見直し、支給開始年齢の自動調整、マクロ経済スライドのデフレ
下での適用、将来の年金分布の推計（最低保障年金＋クローバック）

・医療・介護（キュアからケアへ）

管理競争、2階建ての医療保険（1階＝基礎、2階＝選択型）、診療報酬（例
：年齢別→診療群ごとの自己負担）、中医協の見直し（日銀型の意思決定、
日本版NICEの利用）、地域包括ケア・コンパクトシティ

・税制、国と地方の関係

所得のほかに資産も考慮した負担、給付付き税額控除（軽減税率の撤回）

地方の行財政改革、徹底した地方分権や交付税改革
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世代会計 増税再延期の影響

（出所）内閣府(2014)「国民経済計算」等から筆者試算
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内閣府の中長期試算（2017年1月版）
国・地方の財政赤字（対GDP比)
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PB（経済再生ケース）
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PB（ベースラインケース）
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ドーマーの命題

• ドーマーの命題とは、「名目GDP成長率が一定の経済で、財政赤字を
出し続けても、財政赤字（対GDP）を一定に保てば、債務残高（対
GDP）は一定値に収束する」というもの。

• その際、財政赤字（対GDP）をｑ、名目GDP成長率をｎとすると、以
下が成り立つ。

債務残高（対GDP）の収束値＝ｑ / ｎ

• 例えば、名目GDP成長率（ｎ）が1％程度で、財政赤字のGDP比（ｑ）
が5％超の場合、債務残高（対GDP）の収束値は500％超（ｑ/ｎ＝4超）
となってしまう。

• この原因は財政赤字の大きさにあり、もし名目GDP成長率が1％程度で
、債務残高（対GDP）の収束値を現在と同水準の200％程度に留めるな
らば、PB均衡の目標では甘く、財政赤字（対GDP）は2％程度まで抑制
する必要
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債務残高（対GDP）の安定化に必要な最終的な消費税率

Q. 毎年1兆円以上のスピードで膨張する社会保障費をどう制御するか
。

・Braun and Joines（2011年 8月）未定稿

【ベースライン】 2017年に消費税率33％が必要（2012年に消費税率10％に
することが前提）

【先送りケース】 2022年に増税するなら、消費税率37.5％が必要（2012年
に消費税率10％にすることが前提）

【２％インフレのケース】 消費税率25.5％が必要

・Sakuragawa and Hosono (2011年7月）

債務残高を安定させるために消費税で賄う場合、2021年に5→16％
、2031年に消費税率21％が必要

・小黒・小林（2011年11月）

2025年に20％、2055年に消費税率31％が必要（機械的試算）

・小黒・島澤（2011年9月）

ピーク時に消費税率33.5％が必要（OLGモデル）
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Braun and Joines (2011): Revised

• 増税の先送りプラン（消費税５％）と実施プラン（消費税１０％）

– 可能な限り、消費税率を５％、または、１０％に維持。

– 先送りプランまたは実施プランを持続できる限界とは？

• 公的債務／GDP 比率を発散させないために、消費税率を１００％

に上げざるを得なくなるまで、先送りプランまたは実施プランを続
けると想定。

• その限界の時期は？

– 先送りプラン： ２０２８年まで持続可能。

– 実施プラン ： ２０３２年まで持続可能。

– 今回の政策変更で稼げる時間は４年。
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独立財政機関（Independent Fiscal Institutions）

• 選挙で選ばれるものではない専門的な集団で構成され、政治的独立性を有
する非党派の公的機関。財政運営に対する客観性を担保するために、予算
編成のためのマクロ経済予測や財政パフォーマンスの監視、財政政策につ
いて規範的な助言や指針を政府に提供することを任務。

• オランダの経済政策分析局（1945 年設立）やアメリカの議会予算局（CBO

：Congressional Budget Office、1974 年設立）が長い歴史をもち有名だが、
2000年以降、OECD諸国で設立が相次いでいる。例えば、イギリスの財政
責任庁（OBR：Office for Budget Responsibility、2010年設立）、スウェーデ
ンの財政政策会議（2007 年）、カナダの議会予算官（2008 年）、アイルラ
ンドの財政諮問会議（2011 年）等がある。
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社会保障・税一体改革と
働き方改革の関係
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３つの課題と問題意識

＜第4次産業革命 vs 失業＞

• 人工知能（AI）やビッグデータ等の活用は飛躍的に生産性の向上を

もたらす可能性がある一方で、「コンピューターや機械が人間の職
を奪う」という議論が一部で台頭し、新たな技術で代替される仕事
とされない仕事もあるはずだが、将来の大量失業を懸念する声も

＜少子化対策を含むWLB vs 一億総活躍＞

• 子育て支援や健康資本の維持、高度で先端的な知識の獲得（リカレ
ント教育を含む）等にはWLBが重要という議論がある一方で、人口

減少に伴う労働力減少への懸念から、一億総活躍社会というスロー
ガンの下、女性や高齢者の労働参加率の底上げを期待する声も

＜長時間労働 vs労働生産性＞

• 他の先進国と比較して、一人当たり年間平均の労働時間が日本は長
い一方で、単位労働時間当たりの生産性は低い方に属する。
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働き方改革の重要性①

• 日本を含む先進諸国では1990年代以降、ICT等の技術革新やグローバル化の

進展に伴い、知識集約型の高スキル（専門知識や特殊技能）を要する高賃
金の職種や、労働集約型の低スキルで低賃金の職種が増加する一方、その
中間の職種が減少する傾向が長期的に進んでおり、「雇用の二極化（job 

polarization）や賃金の二極化（wage polarization）、いわゆる「労働市場の
二極化」が進行しつつあるという指摘

• 当初、この二極化については、①グローバル化仮説（グローバル化で貿易

の自由化が進み、未熟練労働需要が減少）、②スキル偏向型技術進歩仮説
（高い専門的知識や技能を有する人材をより多く必要とする技術進歩が起
こり、高学歴者の労働需要が増加）、③低学歴層増加仮説（教育の質低下
や移民流入で低学歴者が増加）、④労働組合組織率低下仮説（近年、労働
組合の組織率が急激に低下）、⑤最低賃金低下仮説（インフレとの関係で
実質的に最低賃金が低下）、等の仮説が主張されたが、①や②が主流であ
り、最近は②の「スキル偏向型技術進歩（Skill-Biased Technical Change）仮
説」が最も説得的であるとする実証分析が多い（Acemoglu, 2002やAutor, 

Katz, and Kearny, 2006, 2008）。
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働き方改革の重要性②

• 他方、1990年以降、先進諸国の年間労働時間（短時間勤務のパートを含む
）は低下傾向にあるが、OECDデータによると、2015年における日本の労
働時間は年間1700時間を超えており、スウェーデンの1612時間、フランス
の1482時間、ドイツの1371時間よりも突出して多い。

• にもかかわらず、「労働時間1時間当たりのGDP」（2010年基準）は、2014

年において、スウェーデンが54.4ドル、フランスが60.3ドル、ドイツが58.9

ドルである一方、日本は39.4ドルしかない。

• この原因は一体何か → 「先進諸国の多くでは、労働時間が少ないほど
、単位時間当たりの生産性（一人当たりGDP /労働時間）を高めることがで
きる」という仮説に深く関係している可能性。

• 実際、ICT等の技術革新の進展などに伴い、AppleやAmazon・Google等のよ

うな革新的な企業が誕生しているが、それらは労働集約型というよりも知
識集約型の産業で、柔軟な発想や斬新なアイディアが求められる。そのよ
うな発想やアイディアを生み出すためには、「時間的なゆとり」が必要で
ある。AI（人工知能）やビッグデータ・IoT等の第4次産業革命が進展して
いけば、その傾向はますます強まるはずである。
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人生100年時代の目指すもの

ICT技術等を最大限活用して単位時間当たりの労働生産性を高め、長時
間労働を是正しつつ、少ない労働時間でも一人当たりのGDPを維持・

向上させる一方、余った時間をワークライフバランスに活用して、家
族・子育てや仲間との交流を深める等、豊かな社会を構築。また、で
きる限り長い期間、健康資本を維持し、75歳くらいまでは働き続けら
れる環境整備も急務

• 年齢差別の撤廃（例：定年の廃止、年功賃金、退職金優遇税制）

• 働き方に中立な税制（例：配偶者控除の見直し、社会保険料、年金課税）

• 上記のほか、ICT技術等を最大限活用して、単位時間当たりの労働生産性を高め、

長時間労働の見直しや労働時間貯蓄制度の導入を図る企業に対して、減税を含む一
定の税制措置を行う政策を展開することも考えられないか。
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